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 業種別の動向を見ると、2023年は第二次、第三次産業が伸びを加速させている（第 I-2-3-3

表）。特に第三次産業では、情報通信・情報技術サービスが 2桁台の伸びを続けるとともに、ゼロ

コロナ政策の終了を受けて、対面サービス業である宿泊・飲食の伸びがプラスに転じ、2023年の

4四半期全てを通じて 2桁台の成長を達成した。同様に運輸・通信業も伸びを回復した。一方、

第三次産業の中で、不動産業だけは第 1四半期こそ一時的にプラスに転じたが、第 2四半期以降

は、マイナスに戻り、むしろマイナス幅が拡大する傾向が見られる。 

第 I-2-3-3 表 中国の実質 GDP 成長率（業種別）の推移 

 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

2.  工業生産 

主要な月次統計を参照しながら、経済動向を見ていく。まず、工業生産は 2023年通年で前年比

+4.6%と 2022年（同+3.6%）から加速した（第 I-2-3-4図）。月次の推移を見ても、2023年初めか

らおおむね堅調に伸びが拡大している。主要な業種別に見ても、感染症の脅威が薄れて医薬品がマ

イナスとなっているほかは、各業種とも伸びを拡大している。 

第 I-2-3-4 図 中国の工業生産 

  

（単位：10億元、%）

金額 構成比 2022年 2023年
2023年

/Q1
2023年

/Q2
2023年

/Q3
2023年

/Q4
2024年

/Q1
全体 126,058 100.0 3.0 5.2 4.5 6.3 4.9 5.2 5.3
第1次産業 8,976 7.1 4.2 4.1 3.7 3.7 4.2 4.2 3.3
第2次産業 48,259 38.3 2.6 4.7 3.3 5.2 4.6 5.5 6.0

工業 39,910 31.7 2.7 4.2 2.9 4.5 4.2 5.2 6.0
製造業 33,003 26.2 1.7 4.4 2.8 4.9 4.5 5.3 6.4

建設業 8,569 6.8 2.9 7.1 6.7 8.2 6.6 6.7 5.8
第3次産業 68,824 54.6 3.0 5.8 5.4 7.4 5.2 5.3 5.0

運輸・郵便業 5,782 4.6 0.7 8.0 4.8 8.8 8.5 9.4 7.3
卸・小売業 12,307 9.8 2.5 6.2 5.5 7.6 5.1 6.6 6.0
宿泊・飲食 2,102 1.7 ▲ 2.8 14.5 13.6 17.5 12.7 14.8 7.3
金融 10,068 8.0 3.1 6.8 6.9 7.7 6.4 6.0 5.2
不動産 7,372 5.8 ▲ 3.9 ▲ 1.3 1.3 ▲ 1.2 ▲ 2.7 ▲ 2.7 ▲ 5.4
情報通信・情報技術サービス 5,519 4.4 12.2 11.9 11.2 14.6 10.3 11.2 13.7
対事業所サービス 4,435 3.5 4.3 9.3 6.0 14.7 8.5 8.6 10.8
その他 21,238 16.8 4.5 4.2 4.0 6.2 3.9 2.7 3.8

伸び率（前年同期比）経済規模(2023年)
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備考：付加価値生産額の実質伸び率。年間売上げが一定規模（2 千万元）以上の企業が対象。    

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

3.  固定資産投資 

2023年の固定資産投資は前年比+3.0%と、2022年（同+5.1%）から鈍化した（第 I-2-3-5図）。

月次の推移を見ても、2023 年中は伸びの鈍化が続いている。業種別には医療関係の衛生・社会サ

ービスがマイナスに転じたほか、製造業の設備投資やインフラ投資が鈍化した。国有・民営企業別

には、国有企業の+6.4%に対して、民営企業は-0.4%の減少と厳しい状況にある。 

また、2020年に不動産バブルを警戒して導入された規制を契機とする不動産開発の不調は 2023

年も続いている。不動産開発は 2023 年の通年で前年比-9.6%と 2 桁近い減少となった。月次推移

では次第にマイナス幅が拡大する様子が見られる。この傾向は 2024年に入ってからも続いている。

不動産問題については、構造的課題として後でより詳しく見ることにする。 

第 I-2-3-5 図 中国の固定資産投資 

  

（業種別内訳）

（単位：%）

2022年 2023年
2024年

1-3月

工業全体 3.6 4.6 6.1

食品 2.3 3.3 6.4

化学 6.6 9.6 9.6

医薬品 ▲ 3.4 ▲ 5.8 ▲ 1.0

窯業土石 ▲ 1.5 ▲ 0.5 1.1

鉄鋼 1.2 7.1 6.6

非鉄金属 5.2 8.8 12.0

一般機械 ▲ 1.2 2.0 2.4

電子・通信機器 7.6 3.4 13.0

自動車 6.3 13.0 9.7
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備考 1：農村部の家計によるものを除く。 

備考 2：インフラは第三次産業の内数であり、鉄道、道路などを含むが、電気・ガス・水道は含まない。 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

4.  小売売上高 

小売売上高は 2023 年通年で前年比+7.2%と、2022 年の同-0.2%の減少からプラスに転じた（第

I-2-3-6図）。特に飲食業が前年比+20.4%と、前年（同-6.3%）の落ち込みの反動もあって高い伸び

を記録した。物品販売も、大型商品の自動車を含め、+5.8%と堅調な伸びとなった。主要品目の中

では、外出規制がなくなり衣類が 2桁の伸びとなったのが目につく。 

第 I-2-3-6 図 中国の小売売上高 

   

（業種別内訳）

（単位：%）

2022年 2023年
2024年

1-3月

固定資産投資 5.1 3.0 4.5

業種別

鉱業 4.5 2.1 18.5

製造業 9.1 6.5 9.9

電気・ガス・水道 19.3 23.0 29.1

インフラ(除電気等) 9.4 5.9 6.5

衛生・社会サービス 26.1 ▲ 3.8 ▲ 9.8

不動産開発 ▲ 10.0 ▲ 9.6 ▲ 9.5

2022年 2023年
2024年

1-3月

固定資産投資 5.1 3.0 4.5

国有・民営別

国有企業 10.1 6.4 7.8

民営企業 0.9 ▲ 0.4 0.5
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備考 1：物品販売の品目内訳は、年間売上げが一定規模（卸売業は 2 千万元、小売業は 5 百万元）以上の企業に対して調

査。 

備考 2：ネット販売のうち、小売売上高に入るのは財のみ。 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

5.  貿易 

2023年の輸出は前年比-4.6%、輸入は同-5.5%と、輸出入ともに減少に転じた（第 I-2-3-7図）。

月次の推移を見ると、3月、4月の輸出が前年の上海の都市封鎖の反動で大きく伸びたほかは、総

じてマイナスの伸びとなった月が多い。しかし、2023年後半は次第にマイナス幅が縮小した。 

 主要相手国・地域別には、2023年の輸出は米国、EU、ASEANなど大半の主要輸出国・地域

向けがマイナスに転じた。輸入は 2022年から引き続き、マイナスとなった国・地域が多い。一

方、ロシアに対しては、輸出入とも 2桁台の高い伸びが続いた。 

 主要品目別には、輸出では、自動車、自動車部品等がプラスとなったほかは、電子計算機、携

帯電話、集積回路などの IT製品や衣類、繊維製品、家具などの労働集約型製品、プラスチック、

鋼材等の幅広い品目がマイナスとなった。このような中で、自動車は新エネ車が好調で、前年比

+69.0%と前年（同+74.7%）に引き続き高い伸びを示した。輸入では、IT製品の輸出不調を受け

て、最大の輸入品である集積回路が 2桁台のマイナスとなったほか、マイナスを記録する品目が

多い。なお、自動車については輸出が好調な一方、輸入のマイナス幅が拡大するなど、輸出入で

対照的な動きとなった。 

  

（品目別内訳）
（単位：%）

2022年 2023年
2023年

1-3月

社会消費品小売 ▲ 0.2 7.2 4.7

うち、物品販売 0.5 5.8 4.0

（品目内訳計） 1.9 5.5 4.9

食品 8.7 5.2 9.6

衣類 ▲ 6.5 12.9 2.5

家電・映像音響機器 ▲ 3.9 0.5 5.8

石油製品 9.7 6.6 4.5

自動車 0.7 5.9 3.8

医薬品 12.4 5.1 3.3

通信機器 ▲ 3.4 7.0 13.2

うち、飲食の提供 ▲ 6.3 20.4 10.8

ネット販売（財・サービス） 4.0 11.0 12.4

うち、ネット販売（財） 6.2 8.4 11.6
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第 I-2-3-7 図 中国の貿易 

 

 

 

備考：ドルベース。1～2 月は春節の関係から合計で公表。 

資料：中国海関総署「統計月報」、CEIC database から作成。 
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輸入 +1.0%  → ▲5.5% →+1.5%

輸出
輸入

（年月）

（主要相手国・地域別）

（単位：%）

2022年 2023年
2024年

1-3月
2022年 2023年

2024年

1-3月

日本 4.4 ▲ 8.4 ▲ 8.7 ▲ 10.2 ▲ 12.9 ▲ 6.1

米国 1.2 ▲ 13.1 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 6.8 ▲ 10.7

EU 8.6 ▲ 10.2 ▲ 5.7 ▲ 7.9 ▲ 0.9 ▲ 8.0

ASEAN 17.7 ▲ 5.0 4.1 3.3 ▲ 4.8 1.0

インド 21.7 0.8 1.9 ▲ 37.9 6.0 22.5

韓国 9.5 ▲ 7.2 ▲ 9.3 ▲ 6.5 ▲ 18.7 8.9

台湾 4.2 ▲ 16.0 5.2 ▲ 4.6 ▲ 15.4 2.3

豪州 19.0 ▲ 5.3 ▲ 8.9 ▲ 13.1 9.3 ▲ 2.9

ブラジル 15.7 ▲ 4.3 21.7 ▲ 0.4 11.9 25.8

ロシア 12.8 46.9 2.6 43.4 12.7 7.3

世界計 6.9 ▲ 4.6 1.5 1.0 ▲ 5.5 1.5

輸出（前年同期比） 輸入（前年同期比）

（主要品目別）

（単位：億ドル、%） （単位：億ドル、%）

輸出規模

(2023年)
2022年 2023年

2024年

1-3月

輸入規模

(2023年)
2022年 2023年

2024年

1-3月

電子計算機 1,875 ▲ 7.5 ▲ 20.4 4.8 集積回路 3,494 ▲ 3.9 ▲ 15.4 10.3

衣類 1,591 3.2 ▲ 7.8 1.4 原油 3,375 41.4 ▲ 7.7 0.6

携帯電話 1,388 ▲ 2.5 ▲ 2.7 ▲ 13.0 鉄鉱石 1,340 ▲ 29.7 4.9 16.8

集積回路 1,360 0.3 ▲ 10.1 19.7 天然ガス 643 25.7 ▲ 8.1 ▲ 1.9

織物糸・繊維製品 1,345 2.0 ▲ 8.3 2.6 銅鉱石 601 ▲ 1.2 7.3 2.7

自動車 1,016 74.7 69.0 18.2 大豆 598 14.4 ▲ 0.5 ▲ 24.8

プラスチック 1,008 9.3 ▲ 3.9 10.2 石炭 530 17.8 24.1 ▲ 11.8

家電 878 ▲ 13.3 3.8 12.2 医薬品 518 ▲ 4.3 7.8 ▲ 14.2

自動車部品 877 7.4 9.0 8.4 電子計算機・部品 505 ▲ 15.2 ▲ 10.7 48.9

鋼材 846 18.7 ▲ 8.3 ▲ 12.9 銅 477 3.5 ▲ 12.1 5.0

家具 642 ▲ 5.3 ▲ 5.2 19.6 自動車 471 ▲ 1.2 ▲ 11.6 ▲ 17.7

全品目 33,800 6.9 ▲ 4.6 1.5 全品目 25,568 1.0 ▲ 5.5 1.5

輸入（前年同期比）輸出（前年同期比）
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6.  物価 

2023 年の消費者物価は通年で前年比+0.2%と、政府目標の「3%前後」を大きく下回った（第 I-

2-3-8図）。自動車燃料などエネルギー関係のほか、豚肉を中心とする食品価格の伸びがマイナスと

なり物価を下押しした。食料、エネルギーを除いたコアで見ても、前年比+0.7%と低い伸びにとど

まった。月次の推移を見ると、消費者物価は年央からマイナスに転じた。 

生産者物価は 2023年通年で前年比-3.0%とマイナスに転じた。石油、石炭、天然ガスなどエネル

ギー資源の採掘から、化学、鉄鋼、非鉄金属など素材関係、一般機械、情報通信機器、自動車など

機械関係まで、幅広い業種でマイナスとなった。時系列の推移を見ると、2022 年後半にマイナス

に転じ、以降、約 1年半にわたってマイナスが続いている。 

第 I-2-3-8 図 中国の消費者物価・生産者物価の推移 

 

備考：コアは食料・エネルギーを除く。 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

7.  雇用 

都市部調査失業率は、2023年通年で 5.2%と政府目標の「5.5%前後」を達成した。2023年はほ

ぼ年間を通じて 2022年よりも低い失業率で推移した。2022年が、ゼロコロナ政策の下で、上海

の都市封鎖などが行われていたことに比べて、2023年はゼロコロナ政策が終了し、経済が持ち直

した影響が大きい。一方で、大学卒業者の増大等を背景に、若年層の失業率の高止まりが懸念さ

れている。年齢別の失業率は、2023年 12月時点で、16～24歳 14.9%、25～29歳 6.1%、30～59

歳 3.9%と、若年層の失業率が高い6。 

  

 
6 年齢別の失業率は、2023年 7月実績から従来の統計の公表が中止され、2023年 12月実績から、学生を失業率の計算

から除外する形で公表が再開された。なお、最後に公表された 2023年 6月時点の従来統計では、16～24歳 21.3%、

25～59歳 4.1%と若年層の失業率が過去最高を記録していた。 
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第 I-2-3-9 図 中国の都市部調査失業率の推移 

 

備考：各月の単純平均を年、四半期の数値とした。 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

都市部新規就業者数を見ると、2023 年は 1,244 万人と政府目標の「1,200 万人前後」を達成し

た。ゼロコロナ政策が終了し、年間を通じて 2022年よりも高水準であった。 

第 I-2-3-10 図 中国の都市部新規就業者数の推移 

 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

8.  政策金利 

 中国経済は、年初のゼロコロナ政策終了後、持ち直しの動きが見られたが、年央から足踏みが

続き、景気下支えのため 2023年以降も政策金利等の引下げが行われた（第 I-2-3-11図）。特に不

動産部門の不調が長引いていることから、住宅ローン金利に参照される 5年物最優遇貸出金利

（LPR）が 2023年 6月に 0.10%引き下げられたほか、2024年 2月には 0.25%の大幅引下げも実

施された。また、政策金利だけでは、銀行の利ざやに影響すること等から、預金準備率も活用さ
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れた7。預金準備率は、2023年以降、3回にわたって引き下げられ、金融機関の貸し出し余力を高

めた。 

第 I-2-3-11 図 中国の金融政策の推移 

 

  

備考 1：預金準備率のグラフは加重平均。預金準備率が、5%まで引き下げられている銀行については、それ以降は据え置き。 

備考 2：日付は適用日。 

資料：中国人民銀行、CEIC database から作成。 

 

9.  人口動態 

 これまでは最近の中国の景気動向を見てきたが、以降、中長期的な成長に影響を及ぼす構造的

課題についても考察する。 

 まず、人口動態を考えてみる。最新の 2022年版国連人口推計では、中国の総人口は既に減少に

転じており、仮に国連の中位推計どおりに推移すれば、2050年までに総人口は約 1億人減少する

（第 I-2-3-12図）。その内訳は、生産年齢人口が約 2.2億人減少し、反対に老齢人口は約 2.3億人

増加、そして将来を担う年少人口は約 1億人減少する。その結果、現在約 60%ある生産年齢人口

比率は約 50%まで低下することが見込まれている。 

 中国側の統計で最近の動向を見ると、人口に対する出生率は 7年連続で緩やかに低下してきて

おり、2022年に死亡率と逆転した（第 I-2-3-13図）。これは人口増加率がマイナスに転じたこと

を意味し、この傾向は 2023年も続いている。その背景には、長年にわたる一人っ子政策の影響が

指摘されている。既に一人っ子政策は廃止されたが、緩和や廃止の翌年は出生率が一旦上昇する

 
7 政策金利の引下げは、利ざやを圧縮し、銀行の体力を圧迫する懸念も指摘されている。また、2022年以降、米国始め

世界的に政策金利の引上げが進む中で、反対に中国は引下げを行ってきたことから、為替レートは元安方向に推移

し、資金流出を懸念する声もある。このような政策金利の制約もあり、預金準備率の引下げも活用されている。 
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に見たように、2020 年に不動産バブルを警戒して導入された規制を契機とする不動産開発の不調

は 2023年も続いている。 

発端となった住宅価格は、2020年 8月の不動産会社への財務規制や 12月の銀行への不動産融資

規制の導入後、低下に向かった。2021年中頃から、二線都市（省都クラスが多い）や三線都市（そ

れに次ぐ地方都市）が低下に転じ、一線都市（北京、上海、広州、深圳）でも 2023年中頃から低

下に向かっている（第 I-2-3-14図）8。 

第 I-2-3-14 図 中国の新築住宅販売価格の推移 

 

資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。 

 

不動産開発投資は 2021年をピークに、2022年、2023年と減少が続いている（第 I-2-3-15図）。

むしろ、2023 年の月次推移を見ると、月を追うごとにマイナス幅が拡大している。住宅の販売面

から見ても、面積ベースで 2023年は伸び率のマイナス幅こそ縮小したものの、依然としてマイナ

スが続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
8 2023年から 2020年=100とする都市別の価格指数が公表されなくなったが、前月に対する伸び率は公表されている

ため、便宜的に 2020年 1月=100とし、2020年 2月から前月比を順次掛け合わせていくことで指数化した。なお、

今回は一線・二線・三線別の指数としたが、都市の分類は、統計局発表によれば、一線都市は、北京、上海、広州、

深圳の 4都市。二線都市は、天津、重慶など直轄市のほか、河北省の省都である石家庄や山西省の省都である太原な

ど 31都市。三線都市は、河北省の唐山など、二線都市に次ぐ地方の 35都市。 
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前後」と昨年と同じ水準に設定された（第 I-2-3-21 表）。そのほかの主要な数値目標も公表され、

都市部新規就業者は 1,200万人前後、都市部失業率は 5.5%前後、消費者物価上昇率は 3%と、昨年

と同じ目標が設定された（第 I-2-3-21表）。 

財政については、財政赤字の対 GDP 比の目標を 3%程度とした。昨年も 3 月の全人代において

は 3%とされていたが、10 月に災害復旧や防災のため 1 兆元の新規国債の発行が決定されたため、

最終的な赤字幅は拡大した。今回の全人代では、重要な国家プロジェクトのために数年連続して超

長期特別国債を発行する方針が公表され、まず 2024年は 1兆元が発行されることになった。地方

政府特別債は 3兆 9,000億元と、昨年から 1,000億元増額した。 

第 I-2-3-20 表 中国の実質 GDP 成長率の見通し 

 

備考：中国社会科学院は、経済運営が現状維持であれば 4.8%、政策強化などが図られその効果を期待する楽観的なシナリオであ

れば 5.2%、総合的に考えると 5.0%前後と予測。 

資料：国際機関公表資料等から作成。 

 

第 I-2-3-21 表 中国の 2024 年の主要数値目標 

 

備考：2023 年の失業率実績は 2023 年の各月平均。 

資料：中国全国代表大会「政府活動報告」、中国国家統計局から作成。 

 

 

  

2024年 2025年 備 考

IMF 4.6% 4.1% 2024年4月「WEO」

OECD 4.7% 4.2% 2024年2月「OECD Economic Outlook, Interim Report」

世界銀行 4.5% 4.3% 2024年1月「Global Economic Prospects」

アジア開発銀行 4.8% 4.5% 2024年4月「Asian Development Outlook」

中国社会科学院 5.0%前後 - 2024年4月

2024年

目標 目標 実績

GDP成長率 5%前後 5%前後 5.2%

都市部新規就業者数 1,200万人以上 1,200万人前後 1,244万人

都市部調査失業率 5.5%前後 5.5%前後 5.2%

消費者物価上昇率 3%前後 3%前後 0.2%

2023年




